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概
要

SDGs未来都市

成
功
事
例
の
普
及
展
開自治体ＳＤＧｓ推進関係省庁タスクフォースによる省庁横断的な支援（計画策定・事業実施等）

自治体SDGsモデル事業（10件）

持続可能なまちづくり

SDGsの理念に沿った基本的・総合的取組を 推進
しようとする都市・地域の中から、特に、 経済・社
会・環境の三側面の統合的取組による相乗効果、
新しい価値の創出を通して、持続可能な開発を実
現するポテンシャルが高い都市・地域を選定

ＳＤＧｓ未来都市・自治体ＳＤＧｓモデル事業について

地方創生推進交付金の、申請事業数上限の枠外と

して、１事業追加可能

補助金 総額 2.5億円 上限2,500万円／都市 × 10件

補助

選定趣旨

2021年度からは、脱炭素化に関する取組を
選定時の加点要素として追加

補助区分 対象経費 補助金額・補助率
全体マネジメント・
普及啓発等経費

計画策定、事業実施体制の構築、
普及啓発活動 など

1,500万円
【定額】

事業実施経費 外注費（工事請負、システム開発
等）、委託料 など

1,000万円
【補助率1/2】

SDGs未来都市に選定された都市のうち、
多様なステークホルダーとの連携を通し、地域における自律的好循環
の形成が見込める、特に先導的な事業

○中長期を見通した持続可能なまちづくりに向けて、地方創生に資する、地方公共団体によるSDGsの取組みをさらに推進
していくためには、モデルとなる先進事例の創出と、普及展開が必要。

○我が国の「SDGsモデル」の構築に向け、地方公共団体によるSDGsの達成に向けた優れた取組を提案する都市を
「SDGs未来都市」として選定。また、特に先導的な取組を「自治体SDGsモデル事業」として選定し、補助金による支援 を
行う。 ⇒2022年度までの5カ年で「SDGs未来都市」154都市、「自治体SDGsモデル事業」50事業を選定。

○地方公共団体の取組を支援するとともに、成功事例の普及展開を行い、全国の地方創生の深化につなげる。

自治体ＳＤＧｓ推進評価・調査検討会による継続的な助言、支援

2023年度 令和５年度予算案



○SDGs未来都市・自治体SDGsモデル事業の推進等により、自治体への地
方創生SDGsの普及を図ります。また、単独では地方創生SDGsの取組が
困難な小規模な地方公共団体等への普及・促進のため、「地方創生
SDGs人材育成事業」により後押しします。

○国際フォーラムを開催し、国内外の情報を共有して地方創生SDGsの普
及促進を図るとともに、地域事業者による海外都市のSDGs達成や地域
課題解決に向けた需要の獲得を促し、地域の活性化につなげます。

○「地方創生SDGs官民連携プラットフォーム」の会員数大幅増加に伴う
活動の拡充を図るとともに、官民連携プロジェクトの実現に向けた伴
走支援を実施します。また、SDGs達成への貢献を目指す2025年大阪・
関西万博の成功に向けた取組を推進します。

○自律的好循環を形成し、地域における資金の還流と再投資を生み出す
「地方創生SDGs金融」を推進するため、「地方創生SDGs登録・認証等
制度ガイドライン」を活用した登録・認証制度の普及や地域金融機関
の表彰制度等により、自治体と地域金融機関が連携した地域事業者支
援を促進します。

○地方創生の実現に向け、自治体等においては持続可能な開発目標
（SDGs）の理念に沿った取組（地方創生SDGs）を推進することが
重要です。さらにポストコロナ時代を見据え、脱炭素社会の実現
に向けた取組等も施策に取り入れていくことが必要です。

○ 「環境未来都市」構想に引き続き取り組むとともに、SDGsの達成
に向けた取組を行っている自治体割合のKPI（2024年までに60％）
の達成に向け、自治体によるSDGs未来都市の取組を公募・選定し、
先導的な取組については資金的支援を行います。さらに、取組の
割合が低い小規模自治体等への支援を拡充します。

○国内外の優良事例等の情報共有により、国内での地方創生SDGsの
普及促進等を図ります。

○官民マッチング件数のKPI（2024年までに2,500件）の達成に向け、
官・民の多くのステークホルダーの参画を促した官民連携に向け
た取組をさらに推進します。

○地方創生SDGs金融に取組む自治体数のKPI（2024年までに100団
体）の達成に向け、自律的好循環を形成する自治体、事業者等へ
のさらなる浸透を図ります。

地方創生ＳＤＧｓ推進事業（内閣府地方創生推進室）

５年度概算決定額 4.2億円
（４年度予算額 ４.３億円）

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

資金の流れ

○「デジタル田園都市国家構想総合戦略」(令和４年12月閣議決定)の各KPIの
達成に向けて取組を加速するとともに、脱炭素化をはじめとした新たな地域
課題の解決、地域の活性化、ポストコロナ時代を見据えた社会変革を後押し
します。

○こうした取組を通して、各地域において経済・社会・環境の３側面を統合す
る施策の推進を後押しし、持続可能なまちづくりにつなげます。

期待される効果

委託費
民間
事業者

定率補助（1/2）
（0.1億円/件） ×10都市

国
自治体

※

※公募により選定された
「自治体SDGsモデル事業」

定額補助
（0.15億円/件）×10都市

国
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「SDGｓ未来都市等」の「デジタル田園都市国家構想総合戦略」、 「デジタル田園都市国家構想基本方針」への位置づけ

■「デジタル田園都市国家構想総合戦略」（令和４年12月23日閣議決定）
〇「デジタル田園都市国家構想総合戦略」P.198
「④魅力的な地域をつくる」の「ク 地方創生SDGsの推進による持続可能なまちづくり」として
「ＳＤＧｓ未来都市」及び「自治体ＳＤＧｓモデル事業」の選定等が位置づけられている。

■「デジタル田園都市国家構想基本方針」（令和４年６月７日閣議決定）
〇「デジタル田園都市国家構想基本方針」P.112
「（５）豊かで魅力あふれる地域づくり」の「⑥地方創生SDGsの推進による持続可能なまちづくり」として、
「ＳＤＧｓ未来都市」及び「自治体ＳＤＧｓモデル事業」の選定等が位置づけられている。

(a)地方公共団体によるＳＤＧｓ達成のためのモデル事例の形成
・「環境未来都市」構想を引き続き推進するとともに、脱炭素化やデジタル化等の新しい時代の流れを踏まえ、
SDGs 達成に向けて優れた取組を提案する都市を引き続き「SDGs 未来都市」として選定する。また、SDGs 未来
都市の提案のうち、特に先導的な取組を「自治体 SDGs モデル事業」として選定し、資金的支援を行うとともに、関
係省庁と連携して強力に支援し、モデル事例の形成を促進する。（内閣府地方創生推進室）

(a)地方公共団体による SDGs 達成のためのモデル事例の形成
・「環境未来都市」構想を引き続き推進するとともに、脱炭素化やデジタル化等の新しい時代の流れを踏まえ、
SDGs 達成に向けて優れた取組を提案する都市を引き続き「SDGs 未来都市」として選定する。また、SDGs 未来
都市の提案のうち、特に先導的な取組を「自治体 SDGs モデル事業」として選定し、資金的支援を行うとともに、関
係省庁と連携して強力に支援し、モデル事例の形成を促進する。 （内閣府地方創生推進室）

■工程表 

 2023 年度 2024 年度 2025～2027年度 

取組 

内容 
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